
ⅠⅠⅠⅠコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方及方及方及方及びびびび資本構成、企業資本構成、企業資本構成、企業資本構成、企業属属属属性性性性そのそのそのその他他他他のののの基本情報基本情報基本情報基本情報    
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当当当当社社社社のコーポレート・ガバナンスののコーポレート・ガバナンスののコーポレート・ガバナンスののコーポレート・ガバナンスの状状状状況況況況はははは以下以下以下以下のとおりですのとおりですのとおりですのとおりです。。。。

株主各位、顧客企業および社会の発展に「誠実を旨として」寄与することが当社の企業理念であります。この理念の下、当社および当社グループ 
の健全かつ継続的な成長を図るため、迅速、公正かつ透明性の高い経営を遂行することが重要であると認識しております。 
当社の取締役会は社外取締役２名を含む取締役10名で構成され、監査役会は社外監査役３名で構成されております。 
また、当社は健全な事業経営の基盤としてコンプライアンスを重視しており、当社および当社グループの全役員・従業員に対し倫理観・遵法精神 
の徹底を図っております。 

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

氏名又氏名又氏名又氏名又はははは名名名名称称称称 所有株式所有株式所有株式所有株式数数数数（株）（株）（株）（株） 割合（％）割合（％）割合（％）割合（％）

株式会社電通 20,129,956 61.76

ＣＢＮＹ－ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ 998,200 3.06

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 933,700 2.86

電通国際情報サービス持株会 910,833 2.79

ＣＭＢＬ Ｓ．Ａ． ＲＥ ＭＵＴＵＡＬ ＦＵＮＤＳ 686,000 2.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 469,500 1.44

ＵＮＩＴＥＤ ＮＡＴＩＯＮＳ ＦＯＲ ＴＨＥ ＵＮＩＴＥＤ ＮＡＴＩＯＮＳ ＪＯＩＮＴ ＳＴＡＦＦ ＰＥＮＳＩＯＮ ＦＵ
ＮＤ Ａ ＵＮ ＯＲＧＡＮ

215,000 0.65

ＭＬＩ ＥＦＧ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＣＵＳＴＯＤＹ ＡＣＣＯＵＮＴ 147,600 0.45

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 141,500 0.43

野村信託銀行株式会社（投信口） 134,000 0.41

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社電通 （上場：東京） （コード） 4324

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



４．支配株主４．支配株主４．支配株主４．支配株主とのとのとのとの取引等取引等取引等取引等をををを行行行行うううう際際際際におけるにおけるにおけるにおける少少少少数数数数株主株主株主株主のののの保護保護保護保護のののの方策方策方策方策にににに関関関関するするするする指針指針指針指針    

５．５．５．５．そのそのそのその他他他他コーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスに重要重要重要重要なななな影響影響影響影響をををを与与与与えうるえうるえうるえうる特別特別特別特別なななな事情事情事情事情

    

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

親会社との取引につきましては、市場価格・総原価等を勘案のうえ交渉し、一般的取引と同様に取引条件を決定しております。 
また、資金預託にかかる利率は、市場金利を参考に、一般的取引と同様に決定しております。 

株式会社電通は、当社議決権の61.84％を所有する親会社です。 
当社および当社グループは、内部統制システムの整備、情報セキュリティ、あるいは環境問題への対応などにつきましては、電通グループの一
員として、一体となって取り組んでおりますが、一方、事業展開に関する経営判断は独立性が確保されています。なお、人的関係につきましては、
株式会社電通の執行役員１名が当社の取締役を兼任しており、株式会社電通の従業員１名が当社の監査役を兼任しております。 



ⅡⅡⅡⅡ経営経営経営経営上上上上のののの意思決定、執行及意思決定、執行及意思決定、執行及意思決定、執行及びびびび監督監督監督監督にににに係係係係るるるる経営経営経営経営管理組織管理組織管理組織管理組織そのそのそのその他他他他のコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンス体制体制体制体制のののの状状状状況況況況    

１．機１．機１．機１．機関関関関構成構成構成構成・・・・組織運組織運組織運組織運営営営営等等等等にににに係係係係るるるる事項事項事項事項    

【取締役【取締役【取締役【取締役関関関関係】係】係】係】    

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 1 名

氏名氏名氏名氏名 属属属属性性性性
会会会会社社社社とのとのとのとの関関関関係係係係((((※)※)※)※)

aaaa bbbb cccc dddd eeee ffff gggg hhhh iiii jjjj kkkk

遠谷 信幸 他の会社の出身者 ○ ○ ○ ○

一條 和生 学者

※※※※    会会会会社社社社とのとのとのとの関関関関係係係係についてのについてのについてのについての選選選選択択択択項目項目項目項目    
※※※※    本人本人本人本人がががが各項目各項目各項目各項目にににに「現在「現在「現在「現在・・・・最近」最近」最近」最近」においてにおいてにおいてにおいて該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「○○○○」、「過去」」、「過去」」、「過去」」、「過去」にににに該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「△△△△」」」」    
※※※※    近親者近親者近親者近親者がががが各項目各項目各項目各項目にににに「現在「現在「現在「現在・・・・最近」最近」最近」最近」においてにおいてにおいてにおいて該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「●●●●」、「過去」」、「過去」」、「過去」」、「過去」にににに該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「▲▲▲▲」」」」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名氏名氏名氏名
独独独独立立立立    
役員役員役員役員

適合項目適合項目適合項目適合項目にににに関関関関するするするする補足補足補足補足説説説説明明明明 選任選任選任選任のののの理由理由理由理由

遠谷 信幸  株式会社電通 執行役員

遠谷氏は、当社の親会社である株式会社電通
においてデジタル・ビジネスを統括する部門の
責任者であります。同氏の選任につきまして
は、グループ経営の観点から豊富な経験と知
識に基づく提言をいただけると判断したためで
す。同氏は、親会社である株式会社電通の執
行役員を兼務しておりますが、同氏を通じて、
株式会社電通との情報交換や相互理解に寄
与いただいております。なお、同氏は、現在お
よび過去において、一般株主と利益相反が生
じる立場にはありません。

一條氏には、企業戦略、先進的経営手法およ
びコーポレートガバナンス研究の専門家として



【監【監【監【監査査査査役役役役関関関関係】係】係】係】    

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

一條 和生 ○
一橋大学大学院 国際企業戦略研究科教 
授

の知識・経験に基づく提言を期待しておりま
す。本人および近親者は、現在および過去に
おいて当社経営陣から独立した存在であり、一
般株主と利益相反が生じる恐れはありませ
ん。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

会計監査人との連携のために、監査役および監査役会では以下の施策を実施しております。 
 
１．会計監査人である有限責任監査法人トーマツより、監査計画、四半期レビュー報告および期末の監査実施報告を監査役会で聴取 
２．会計監査上の重要テーマについて必要があれば会計監査人より情報提供を受ける 
３．子会社監査役と情報交換を行い、業務および会計監査上の課題を共有化 
 
内部監査につきましては、「監査室」が実施しており、監査結果に基づく報告を代表取締役に対し行っております。これを受けて代表取締役は、対 
象部署に改善指示を行っております。監査役と「監査室」は次のような連携を行っております。 
 
１．監査役会において内部監査計画を聴取 
２．内部監査終了の都度、常勤監査役が内部監査報告を聴取。期末に監査役会において内部監査報告を聴取 
３．監査室が行う内部統制に関する独立的評価については、会計監査人と同時に監査役にもその結果を提示・説明 
４．その他、常勤監査役と監査室は、定期的な情報交換を実施、全社的な業務改善に必要な情報を共有 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名氏名氏名氏名 属属属属性性性性
会会会会社社社社とのとのとのとの関関関関係係係係((((※)※)※)※)

aaaa bbbb cccc dddd eeee ffff gggg hhhh iiii jjjj kkkk llll mmmm

鈴木 貞夫 他の会社の出身者 △ △ △

谷 淳 他の会社の出身者 ○ ○ ○

村山 由香里 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

 

【【【【独独独独立役員立役員立役員立役員関関関関係】係】係】係】    

その他独立役員に関する事項 

【【【【インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ関関関関係】係】係】係】    

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬【取締役報酬【取締役報酬【取締役報酬関関関関係】係】係】係】    

該当項目に関する補足説明

 

氏名氏名氏名氏名
独独独独立立立立    
役員役員役員役員

適合項目適合項目適合項目適合項目にににに関関関関するするするする補足補足補足補足説説説説明明明明 選任選任選任選任のののの理由理由理由理由

鈴木 貞夫  
当社の親会社である株式会社電通の出 
身者（平成25年6月25日退社）

鈴木氏には、株式会社電通の経営企画部門
等の幹部として培ったグループ経営管理に関
する高い見識と幅広い経験に基づく提言を期
待しております。なお、同氏は、現在および過
去において、一般株主と利益相反が生じる立
場にはありません。

谷 淳  
株式会社電通 監査役会室 グループ監査 
役部 局次長職

谷氏には、グループ会社監査に関する高い見
識と幅広い経験に基づく監査および提言を期
待しております。なお、同氏は、現在および過
去において、一般株主と利益相反が生じる立
場にはありません。

村山 由香里 ○ ―――

村山氏は、弁護士としての専門的な知識・経験
等を有しており、また、企業法務に関する豊富
な実務経験を有していることから、当社経営に
対する貴重な意見・助言等を期待しておりま
す。本人および近親者は、現在および過去に
おいて当社経営陣から独立した存在であり、一
般株主と利益相反が生じる恐れはありませ
ん。独立した立場から、取締役の職務執行の
監督機能の向上に寄与いただけると期待して
おります。

独立役員の人数 2 名

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

ストックオプション制度を導入していましたが、行使期間満了に伴いストックオプションは全て消滅しました。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

取締役報酬につきましては、有価証券報告書において、支給人員数と社内取締役および社外取締役別に支給額総額を開示しています。 
平成27年３月期における当社の取締役に対する年間報酬総額は236百万円（うち社外取締役の年間報酬総額は3百万円）です。  

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり



報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監【社外取締役（社外監【社外取締役（社外監【社外取締役（社外監査査査査役）役）役）役）のサポートのサポートのサポートのサポート体制】体制】体制】体制】    

２．業務執行、監２．業務執行、監２．業務執行、監２．業務執行、監査査査査・・・・監督、指名、報酬決定等監督、指名、報酬決定等監督、指名、報酬決定等監督、指名、報酬決定等のののの機能機能機能機能にににに係係係係るるるる事項（現事項（現事項（現事項（現状状状状のコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンス体制体制体制体制のののの概概概概要）要）要）要）

    

３．現３．現３．現３．現状状状状のコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンス体制体制体制体制をををを選選選選択択択択しているしているしているしている理由理由理由理由    

取締役の報酬等は、固定報酬である基本報酬と、連結業績に基づく賞与により構成されており、株主総会にて決議された報酬総額の限度内で、 
各取締役の役割、貢献度等を勘案し、取締役会の承認により決定しております。 
なお、賞与は、業績に連動する報酬として、連結営業利益の期初計画に対する達成度および前期実績との比較、ならびに連結当期純利益額を
勘案し支給するものとします。 
社外取締役の報酬等は、その職務に鑑み、固定報酬である基本報酬のみとしております。 
監査役の報酬等は、その職務に鑑み、賞与の支給は行っておらず、株主総会にて決議された報酬総額の限度内で、監査役の協議により決定し 
ております。 
なお、当社では、取締役の退職慰労金は平成13年6月28日以降、監査役の退職慰労金は平成17年6月28日以降、新規の引当てを廃止しておりま
す。 

社外取締役に対しては、取締役会事務局として「総務部」が窓口となり対応しています。また、社外監査役に対しては、「監査役室」が監査役会事 
務局として窓口となり対応しています。 

（１）業務執行の方法 
 
取締役会は原則として月１回開催し、重要事項の決定および業務執行状況の監督を行っています。本報告書の提出時点において、取締役会は1
0名の取締役によって構成されており、うち２名は社外取締役です。 
その他の会議体としては、常勤役員が出席し取締役会決議事項以外の経営上の重要事項を決議、また取締役会決議事項を事前審議する「常勤 
取締役会」を、原則として週１回開催しています。 
平成15年６月より、業務執行に関する責任の明確化と意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度を採用しています。さらに「常勤取締役会」の 
委任により、日常的な業務執行事項の審議・決定などを行う各種委員会を設置しています。 
 
（２）監査・監督の方法 
 
１．内部監査 
 
「監査室」が内部監査を実施しており、監査結果に基づく報告を代表取締役に対して行っています。これを受けて代表取締役は、対象部署に改善 
指示を行っています。「監査室」には、８名の専任担当者を配置しています。 
 
２．監査役監査 
 
監査役会は原則として月１回開催し、監査の方針と分担を定め、監査計画に基づいて取締役の職務執行を監査しています。 
監査役会を欠席した監査役に対しては、定例取締役会・監査役会の付議資料および議事録を送付するとともに必要に応じて個別説明を実施し、 
情報の共有に努めています。 
また、代表取締役との懇談会を四半期毎を目途に実施し、経営課題に関する情報交換と率直な意見交換を行っています。その他必要な案件に
ついては、常勤監査役が担当取締役に対し報告を依頼し内容を把握しています。 
本報告書の提出時点において、監査役会は３名の社外監査役によって構成されており、うち１名が常勤監査役です。 
常勤監査役は代表取締役と月に１回定期的に会議を持ち、意思疎通を図るとともに、効果的な内部牽制を図っております。また、監査役による監 
査業務の円滑な遂行を支援するため、「監査役室」を設置しています。「監査役室」には、２名の専任担当者を配置しています。 
 
３．会計監査 
 
当社は、会社法および金融商品取引法に基づく会計監査および内部統制監査について有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、会計監 
査を受けております。なお、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありませ
ん。 
 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名および継続監査年数 
 指定有限責任社員 業務執行社員 広瀬 勉 有限責任監査法人トーマツ 
 指定有限責任社員 業務執行社員 瀬戸 卓 有限責任監査法人トーマツ 
 指定有限責任社員 業務執行社員 後藤 英俊 有限責任監査法人トーマツ 
 （注）監査年数については全員７年以内であるため、記載を省略しております。 
 監査業務に係る補助者の構成：公認会計士 ４名 その他 ９名 
 
４．グループ各社の管理・監督 
 
当社の取締役、執行役員および幹部社員は、必要に応じ、主要グループ企業の取締役、監査役を兼務することにより、グループ各社の経営の透 
明性、効率性を管理・監督する体制を敷いています。さらに当社の監査役および「監査室」は、グループ企業の監査も実施しています。 

監査役による監査体制の強化・充実により、コーポレートガバナンスの実効性を確保することが当社にとって最適であると判断し、監査役会設置 
会社の形態を採用しております。経営の意思決定プロセスと業務執行プロセスを、監査役および取締役が的確に監査・監督することで、事業の健 
全性とリスク管理を担保しております。 



ⅢⅢⅢⅢ株主株主株主株主そのそのそのその他他他他のののの利害利害利害利害関関関関係者係者係者係者にににに関関関関するするするする施策施策施策施策のののの実実実実施施施施状状状状況況況況    

１．株主１．株主１．株主１．株主総会総会総会総会のののの活性化及活性化及活性化及活性化及びびびび議決議決議決議決権権権権行使行使行使行使のののの円円円円滑化滑化滑化滑化にににに向向向向けてのけてのけてのけての取組取組取組取組みみみみ状状状状況況況況    

２．ＩＲ２．ＩＲ２．ＩＲ２．ＩＲにににに関関関関するするするする活動活動活動活動状状状状況況況況

    

３．３．３．３．ステークホルダーのステークホルダーのステークホルダーのステークホルダーの立場立場立場立場のののの尊重尊重尊重尊重にににに係係係係るるるる取組取組取組取組みみみみ状状状状況況況況    

補足説明

電磁的方法による議決権の行使 インターネット（携帯電話サイトを含む）による議決権行使を行っております。

招集通知（要約）の英文での提供
証券代行機関のホームページおよび東証ホームページ上に招集通知の議案に関する英文抄 
訳を掲載しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページ上にディスクロージャー・ポリシーを掲載し、ステークホルダ 
ー各位に対する情報提供の方針を開示しています。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期、通期決算発表日に説明会を実施しています。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書等の財務報告関連資料のほか、決算説明会資 
料、ビジネスレポート（事業報告書）、ファイナンシャルデータブックなどを掲載 
しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 「コーポレートコミュニケーション室」内に、IR担当者を２名配置しています。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

行動基準として「電通グループ行動憲章」、および当社グループの行動基準である「私たちの行 
動宣言」があり、その中でステークホルダーの立場の尊重について規定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

公益社団法人日本ユネスコ協会連盟が推進する「ユネスコ世界寺子屋運動」や、特定非営利 
活動法人「TABLE FOR TWO International」が実施する「TABLE FOR TWOプログラム」への参 
画などの社会貢献活動に取り組んでいます。 また、電通グループの環境方針に則り、省資源、 
省エネ、リサイクル意識向上のために、種々の施策を推進しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ディスクロージャー・ポリシーを当社ホームページ上に掲載し、ステークホルダー各位に対する 
情報提供の方針を開示しています。



ⅣⅣⅣⅣ内内内内部統制部統制部統制部統制システムシステムシステムシステム等等等等にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

１．１．１．１．内内内内部統制部統制部統制部統制システムにシステムにシステムにシステムに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方及方及方及方及びそのびそのびそのびその整備整備整備整備状状状状況況況況

    

当社グループの内部統制システムの整備は、統合リスク管理室担当取締役を委員長とする「統合リスク管理委員会」において行います。 
当社取締役会で決議した、当社グループの内部統制システムの整備に関する基本方針は以下の通りです。 
 
会社法第362条第4項第6号および会社法施行規則第100条に規定される「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省
令で定める体制」として、以下を定める。 
 
１．内部統制システムの運営・改善に向けた取り組み体制 
当社および子会社（以下、当社グループという）の内部統制システムの運営・改善は、統合リスク管理室担当取締役を委員長とする「統合リスク管
理委員会」において行う。 
また、「統合リスク管理委員会」の事務局機能を担う組織として、「統合リスク管理室」を設置することにより、今後も内部統制システムの有効性確
保に対する取り組みをより一層推進する。 
 
２．取締役および従業員のコンプライアンス体制 
当社は、当社グループの取締役および従業員の業務の執行が、法令および定款に適合し、業務が適正に行われることを確保するために遵守す
べき共通行動規範として、「電通グループ行動憲章」および当社グループの行動基準である「私たちの行動宣言」を位置づける。 
当社取締役は、取締役会規則、常勤取締役会規程、役員規則に則り、適切に業務を執行する。また、当社グループにおける法令・定款違反その
他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、遅滞なく取締役会または「常勤取締役会」において報告するとともに、速やかに監
査役に報告することとする。 
当社は、当社グループの従業員のコンプライアンス体制を確保するため、対応する主管部門・委員会が社内規程を整備するとともに、代表取締
役直轄の「監査室」が内部監査を行う。また、「統合リスク管理委員会」のもとに、当社グループの行動基準等を所管する「倫理コンプライアンス分
科会」を設置する。 
当社グループは、電通グループの内部通報制度に参加するとともに、併せて当社グループの内部通報制度を維持・向上させて、適切に運用す
る。当社グループの従業員から、それらに報告相談があった場合には、必要に応じて速やかに常勤監査役に報告される。 
なお、監査役から当社グループのコンプライアンス体制についての意見および改善の要求がなされた場合は、取締役が遅滞なく対応し、改善を
図ることとする。 
当社グループは、反社会的勢力および団体とは一切の関係をもたない。不当な要求がなされた場合には、警察等の関連機関とも連携し、要求に
屈することなく毅然とした態度で対応する。 
 
３．取締役の業務執行の効率化を図る体制 
当社は、取締役会を原則として月1回開催し、また「常勤取締役会」を原則として週1回開催し、経営上の重要事項の決定および業務執行状況の
監督を行う。 
また、「常勤取締役会」の委任により、原則として取締役を責任者とする各種委員会等を設置し、委任された権限の範囲内において、業務執行事
項の審議・決定等を行う。 
取締役会、「常勤取締役会」あるいは各種委員会等での決定事項は、各担当取締役から各部門長に直ちに指示され、職制を通じて、また必要に
応じて社内電子掲示板システム等を活用して、迅速に伝達される。 
 
４．取締役の業務執行に関する情報の保存・管理体制 
当社は、取締役の業務執行に係る情報について、法令および取締役会規則、文書管理規程、情報管理規程、その他の社内規程に則り、適切に
保存および管理を行う。 
 
５．リスク管理体制 
当社は、リスク管理規程を定め、事業活動に伴う重要リスクへの対応計画を整備することにより、リスクの発生予防と発生した場合の影響を最小
化することに努める。また、子会社のリスク管理体制の運営・改善を積極的に支援する。 
リスク管理活動の具体的な取り組みは、「統合リスク管理委員会」および各リスクの所管部署が主体となって推進する。 
「統合リスク管理委員会」は、当社の重要リスクの識別と評価を定期的に見直すことにより、リスク管理活動の実効性を確保するとともに、各リスク
所管部署のリスク対応計画の実施状況を統括する。また、子会社の重要リスクの報告を受け、リスク対応計画の実施状況を統括する。 
リスク所管部署は、「統合リスク管理委員会」の指揮のもと、当該リスクに対する対応計画を整備し、実行する。 
 
６．監査役の職務を補助する組織とその独立性並びに指示の実効性について 
当社は監査役の職務を補助すべき従業員の組織体制として「監査役室」を設置するとともに専任担当者を配置し、監査役会直轄組織として取締
役からの独立性を確保する。監査役は専任担当者に対する指揮命令権とともに、その人事異動、人事評価、懲戒処分等について同意権を有す
る。 
 
７．監査役への報告体制と監査の実効性の確保について 
当社グループの取締役および従業員は、当社の信用や業績等に大きな影響を与える恐れのある事象や、法令・定款・社内規程等に違反する事
実または不正な行為等を発見したとき、もしくは報告を受けたときは、法令および社内規程に則り速やかに監査役に報告する。また、監査役への
報告者は、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利な取扱いも受けない。 
監査役は、取締役の意思決定の過程および職務の執行状況を把握するため、取締役会に出席するほか、自らが必要と判断する重要な会議およ
び委員会に積極的に出席する。また、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行うほか、当社グルー
プ各社の監査役等とも定期的に会合を持ち、随時連携して当社グループの監査を実施する。 
監査役は、必要に応じて取締役および従業員に対し報告を求め、関係資料を閲覧できる。また、監査を行う上で必要な場合、会計監査人・弁護士
等の専門家を活用することができ、その費用も含め監査役の職務執行上必要な費用は会社が負担する。 
 
８．親会社・子会社を含めた企業集団の内部統制システム 
当社は、株式会社電通の企業集団に属する子会社として、「電通グループ行動憲章」を遵守し、電通グループの企業価値向上に貢献する。 
一方、当社は、上場会社として、親会社である株式会社電通からの独立性を確保する。 
当社は、子会社の管理については、国内子会社管理規程、海外子会社管理規程において基本的なルールを定め、その適切な運用を図る。また
「統合リスク管理委員会」および社内の対応する主管部門・委員会等の活動を通じて、各子会社における内部統制システムの運営・改善を積極



２．反社２．反社２．反社２．反社会会会会的勢力排除的勢力排除的勢力排除的勢力排除にににに向向向向けたけたけたけた基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方及方及方及方及びそのびそのびそのびその整備整備整備整備状状状状況況況況    

的に支援し、また子会社と協力して推進する。 
また、子会社は、各社の規模、事業特性に応じ適切な頻度で取締役会や経営幹部による会議を開催し、経営上の重要事項の決定および業務執
行状況の監督を行う。取締役会等での決定事項は、各担当取締役から職制を通じて、また必要に応じて社内電子掲示板システム等を活用して、
迅速に伝達される。 
 
９．財務報告の適正性を確保するための体制 
当社は、「統合リスク管理委員会」の指揮のもと、当社グループ各社の規模、事業特性に応じ財務報告の適正性を確保するための仕組みを維持
する。財務報告に係る内部統制が適切に維持・運用されているかについて、「監査室」が独立的評価を定期的に行う。また、当社は、外部監査人
による監査を受ける。

当社グループの反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況は以下の通りです。 
 
１．基本的な考え方 
 
当社は、前述の内部統制システムの整備に関する基本方針、電通グループの「暴力団等反社会的勢力排除に対しての基本方針」、当社グルー
プの行動基準である「私たちの行動宣言」において、反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、また不当な要求がなされた場合はその要求
に屈することなく毅然とした態度で対応することを明確にしている。 
 
２．整備状況 
 
当社は、反社会的勢力排除に関する基本的な考え方を含む行動基準を電子掲示板システムを活用し、グループ会社全社員に周知徹底を図って 
いる。また、反社会的勢力との接触あるいは癒着等を察知した従業員の通報窓口として、電通グループの内部通報制度に参加するとともに、当
社グループの内部通報制度を設置・運用している。さらに、顧問弁護士や警察および公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会（特防
連）等の外部機関と連携して、継続して社内体制の整備、情報収集等を行っている。 
 2011年10月の東京都暴力団排除条例施行後は、 
  (1)対顧客の契約書式に反社会的勢力排除条項を導入 
  (2)役員の選任基準に「暴力団等と一切の関係を持っていないこと」を追加 
  (3)役員候補者からの「暴力団排除に関する誓約書」取得の義務付け 
  (4)役員の努力義務として、暴力団排除に関する規定を追加 
  (5)新規入社者からの「暴力団排除に関する誓約書」取得の義務付け 
  (6)従業員の解雇／契約解除事由に「自己が暴力団等関係者であった場合」を追加 
  (7)従業員の懲戒適用行為に「暴力団等と関係があった場合」を追加 
 等の対応をとった。 



ⅤⅤⅤⅤそのそのそのその他他他他    

１．買１．買１．買１．買収収収収防衛策防衛策防衛策防衛策のののの導入導入導入導入のののの有無有無有無有無    

該当項目に関する補足説明 

２．２．２．２．そのそのそのその他他他他コーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンス体制等体制等体制等体制等にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

買収防衛策の導入の有無 なし

当社では、現状の株主構成を前提とする限り、いわゆる買収防衛策導入の必要性は低いと考えております。 

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下の通りです。 
 
１．当社の会社情報の管理体制について 
 
当社は、金融商品取引法上の重要事実(但し、軽微基準に該当するものを除く）、または東京証券取引所の適時開示規則上の開示要件に該当す 
る会社情報（決定事項・発生事実・決算に係る情報等）を重要事実等と指定し、当社で定めた「重要事実等の管理等に関する規程」に従い、情報 
の管理および開示等を実施しております。 
開示方法に関しましては、TDnet等所定のルールに基づき実施しております。また、当社のホームページにおきましても、開示後速やかに配布資 
料を掲載しております。 
「重要事実等の管理等に関する規程」のうち、情報の管理および開示に関する主な内容は以下の通りです。 
 
・当社の重要事実等は、社長が情報管理総括責任者としてその管理に当たり、重要事実等の指定および解除ならびに重要事実等の発表、開示 
を統括いたします。 
・コーポレートコミュニケーション室担当役員は、情報管理責任者として情報管理総括責任者の指示のもとに、当社全般の重要事実等の管理・保 
全ならびに各部門・事業所間の調整を行い、必要に応じて、重要事実等の発表、開示等を行います。 
・情報管理責任者は、東京証券取引所が定める当社の「情報取扱責任者」となり、東京証券取引所に対する当社情報の適時開示の任に当たりま 
す。 
・各部門長または各部署長は、情報管理者として主管部署における重要事実等を管理し、発生した際にはこれを確認し、直ちに情報管理責任者 
を通じて情報管理総括責任者にその内容を報告しなければなりません。 
・当社の重要事実等について、その公表の時期、方法等は、東京証券取引所の適時開示規則等に照らし、情報管理責任者が情報管理総括責任 
者と協議の上定めます。 
・当社の重要事実等の公表は、「コーポレートコミュニケーション室」が担当し情報管理責任者が行います。また、重要事実等の開示書類の提出 
等の手続きは、情報管理責任者または当該主管部署の情報管理者が行います。 
 
２．当社グループ会社の会社情報の管理体制について 
 
グループ会社の情報に関しては、「国内子会社管理規程」、「海外子会社管理規程」に基づいて、当社「経営企画室」が主管となり、当社「経理部」
と連携して管理にあたっています。各グループ会社は、重要事実または適時開示規則上の開示要件に該当する会社情報を含む経営上の重要事
項に関しては、当社「経営企画室」に報告（但し、決算情報は「経理部」に報告）することになっており、報告された情報は、上記「重要事実等の管
理等に関する規程」に従い、当社の会社情報の管理および開示等と同様に取り扱いいたします。 
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